
議案第５６号 三田市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

令和７年度地方税制改正に基づき、「地方税法等の一部を改正する法律」が令和７年３

月３１日に公布されたことに伴い、三田市市税条例の一部を改正するものです。 

 

１ 改正趣旨 

今般の法改正では、個人市民税の特定親族特別控除の創設、道路運送車両法施行規

則改正による新基準原付バイク税率の追加、加熱式たばこの課税方式の見直し、公示

送達規定の見直し等が講じられたことから、三田市市税条例の一部を改正するもので

す。 

 

２ 改正内容 

(1) 個人市民税関係 

 特定親族特別控除創設に伴う規定の追加【条例第３４条の２、３６条の２、３６条

の３の２，３６条の３の３】（施行日：令和８年１月１日） 

納税義務者と生計を一とする特定親族（年齢１９歳以上２３歳未満）について、既

存の扶養控除の対象となる所得要件を超えた場合であっても、新たに特別控除を設

け、所得に応じて段階的に控除額を減少するものです。 

 

     

 

(2) 軽自動車税関係 

種別割税率の改正【条例第８２条、８９条】（施行日：条例公布の日） 

令和７年１１月から適用される新たな排ガス規制に対して、現行の５０cc 原付バ

イクでは達成が困難であるため、道路運送車両法施行規則が改正されたことを受け、

新基準原付バイク（※１）の税率（年額２，０００円）を追加するものです。（５０

cc 原付バイクと同額） 

（※１）総排気量１２５cc 以下で最高出力を４．０kW（５０cc 相当）以下に制御した

バイクです。 

 

 

特定親族の合計給与収入金額 特定親族の合計所得金額 住民税特別控除額
123万円超160万円以下  58万円超 95万円以下 45万円
160万円超165万円以下  95万円超100万円以下 41万円
165万円超170万円以下 100万円超105万円以下 31万円
170万円超175万円以下 105万円超110万円以下 21万円
175万円超180万円以下 110万円超115万円以下 11万円
180万円超185万円以下 115万円超120万円以下 6万円
185万円超188万円以下 120万円超123万円以下 3万円

（例）特定親族特別控除額（新たに創設された特別控除）



(3) 固定資産税関係 

長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る固定資産税の申告特例

【条例付則第１０条の３】（施行日：条例公布の日） 

令和５年度に創設された、長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに

係る固定資産税の１／３相当税額を減額する制度について、マンション管理組合の管

理者等から市長に必要書類等の提出があり、減額措置の要件に該当すると認められる

ときは、当該マンションの区分所有者から申告書の提出がなかった場合においても、

当該減額措置を適用することができるよう申告手続きの見直しを行うものです。 

（適用期限：令和９年３月３１日まで） 

 

(4) 市たばこ税関係 

  「加熱式たばこ」の課税方式の段階的な見直し【条例付則第１６条の２の２】（施行 

日：令和８年４月１日） 

「加熱式たばこ」が「紙巻たばこ」よりも税負担水準が低く、課税の公平性を欠い

ている現状を踏まえ、「紙巻たばこ」への本数換算方法について、重量と価格による換

算から重量のみで換算する方式等に見直すものです。 

 

① 新課税方式 

加熱式たばこの種類 換算方式 備考 

ア．スティック型加熱

式たばこ 

重量０．３５ｇごとに紙巻

たばこ１本に換算 

 

１本の重量が０．３５ｇ未

満のものは、加熱式たばこ

１本を紙巻たばこ１本に換

算 

イ．上記ア以外の加熱

式たばこ 

 

重量０．２ｇごとに紙巻た

ばこ１本に換算 

 

１個（品目ごと）の重量が４

ｇ未満のものは、加熱式た

ばこ１個（品目ごと）を紙巻

たばこ２０本に換算 

② 上記①の改正は、２段階で実施します。 

令和８年 ４月から 改正前の換算本数×０．５＋改正後の換算本数×０．５ 

令和８年１０月から 改正後の換算本数 

 

(5) 公示送達関係 

公示送達に関する規定の見直し【条例第１８条】（施行日：地方税法等の一部を改正

する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行日） 

公示送達は、これまで市役所の掲示場に掲示していましたが、市のホームページに

公示事項を表示する措置をとるとともに、市役所の掲示場または市の事務所に設置し

たパソコン等電子計算機の画面に表示することで公示送達を行うことへ変更するもの

です。 

 

(6) その他所要の規定の整備 

地方税法改正に伴い参照条項等を改正するものです。 



３ 関係法令 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 
所得税法（昭和２２年法律第２７号） 
道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号） 


